
































2） 2017年 11月末時点では、秋田県の 2011年表が入手できなかったため、今回の分析では除外している。















































































































































































































5） グループ 1に属する県の高齢化率（2015年度）の平均は 29.0％、グループ 1以外では同 27.7％であり、グループ 1の高齢化率
の方がやや高い。なお今回は分析対象となっていないが、秋田県がすべての都道府県中で最も高齢化率が高い（33.8％）。
のグループに含まれており、すべての都道府県の
うち最も類似した組み合わせのクラスターを形成
している。この他にも、鳥取県と島根県、山形県
と福島県、熊本県と宮崎県といった隣接した県同
士でクラスターが形成されている。
　次にグループ 1以外では、グループ 2とグルー
プ 3で一つのクラスターを形成している。グルー
プ 2に含まれているのは東京都のみである。表 5
を見るとグループ 2、すなわち東京都は情報通信、
対事業所サービス、金融・保険といった第 3次
産業について特徴的な産業構造を有しており「第
3次産業型」と特徴付けられる。これは表 4の特
化係数で見た結果と共通している。特に対事業所
サービスは、グループ 2以外のグループではいず
れもシェアの小さい産業となっており、対事業所
サービス部門が東京都に集中していることがわか
る。グループ 3には、首都圏および関西の府県が
多く含まれている。またグループ 3の特徴として、
全国の構成比との乖離が他のグループの結果と比
べて小さいという特徴がある。すなわち「平均型」
図 3　類型化の結果
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と特徴付けられる。
　グループ 4とグループ 5は一つの大きなクラス
ターを形成しているが、第 2次産業、特に製造
業の比率が高いことが特徴である。グループ 1、
2、3に含まれる都道府県の第 2次産業比率の平
均値が 32.6％であるのに対して、グループ 4は同
47.1％、グループ 5は同 51.1％である。またグルー
プ 4、5に属している県では、特化係数が最も高
い産業はすべて製造業となっている。グループ 4
とグループ 5の違いについては、表 5のシェアの
大きい産業を見るとグループ 4では化学製品、石
油・石炭製品、鉄鋼といった「基礎素材型製造業」
に特徴がある一方で、グループ 5では輸送機械、
電気機械、生産用機械といった「加工組立型製造
業」に特徴がある。
　図 3は、類型化の結果を白地図に塗り分けたも
のである。グループ 1は地理的に太平洋ベルト地
帯から離れた地域となっている。グループ 2とグ
ループ 3は東京都と都市部に近い県がこれに含ま
れる。グループ 4、5は太平洋ベルト地帯のうち、
都市部から比較的離れた地域がこれに含まれてい
る。特にグループ 4は主に北陸および瀬戸内海を
囲む西日本の県で構成されており、グループ 5は
北関東地方および東海地方の県で構成されてい
る。このように、地理的な見地から各グループに
属する県を見ていくと、おおむね地理的に近い県
同士でグルーピングされているということがわか
る。
4．むすび
　本稿では、都道府県産業連関表 2011年表にク
ラスター分析を適用し、都道府県の類型化と各集
団の性格付けを行った。各県ホームページで公表
されている都道府県産業連関表は、産業部門数や
部門分類が共通でないため、これらを統一した表
にそれぞれ構成し直した。秋田県を除く 46都道
府県についてクラスター分析を行った結果、農林
水産業型、第 3次産業型（東京都）、平均型、基
礎素材製造業型、加工組立製造業型の 5つのグルー
プに区分することができた。またこれらの区分は、
おおむね地理的に近い県同士でグループが形成さ
れているということがわかった。
　今後の分析の拡張として、今回は 2011年の取
引基本表を用いて類型化を行っているが、雇用表
や過去の産業連関表の利用が考えられる。これら
を用いれば就業構造の分析や異時点間の比較も可
能となり、今回の結果と組み合わせることにより、
分析の深掘りが期待できる。
　最後に、結果の解釈にあたっての注意点として、
分析の基となる各都道府県産業連関表の作表方法
の確認・検証の必要性について触れておきたい。
都道府県産業連関表は各県が個々に作表を行って
いるが、作業手順のすべてが共通ルールに則った
作成はされていない。部門分類や公表部門数が県
によって異なるのもこのためである。つまり今回
得られた類型化の結果は、極言すれば各県経済の
類型化というよりも各県産業連関表の推計方法の
類型化になっている可能性がある。これらの検討
は、残された課題としたい。
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